
事務事業の概要・計画（PLAN）

6 款 1 項 3 目

□ 評価対象事業 ■ 評価対象外事業（事業の概要・結果のみ）

25

■

事業活動の内容・成果（DO）

前 4 4

事務事業評価（CHECK)

年度 9 年度 5年間の合計

自己判定
(担当責任

者)
事業の成果 委託により滞りなく事業を遂行できた。

一次判定 事業の
方向性

■ 事業継続と判断する。

判断の理由

本事業は「農業振興地域の整備に関す法理」に基づき農業振興地域内の土地利用をはじめとして、農
業振興に関する施策を計画的に推進するために市が定める計画に関するシステム管理業務である。国
の農地等の確保に関する基本指針・県の農業振興地域基本指針の内容を踏まえつつ社会情勢の変化な
どに的確に対応するためには、農用地区域内の農用地区域等を適切に管理する必要があることから、
事業継続と判断する。

□

□ 事業廃止と判断する

事業縮小と判断する

向こう５年間の直接事業費の推移
（千円）

5 年度 6 年度 7

主な実施主体 直営施行
実施形態（補助金・指定管
理料・委託料等の記載欄）

委託料

116 116 116 116 116 580

年度 8

4,403

1人工当たりの人件費単価 7,841 7,794 7,794

※　直接事業費＋人件費

0.55職員の人工（にんく）数 0.15 0.15

1,291 1,285

地 方 債 0 0 0 0 0

116 0 0 0 116

0 0

一 般 財 源 115

0

1 1
財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

県 支 出 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0

年度実績

直   接   事   業   費 115 116 0 0 0 116

農振農用地システム更新

決算額 項       目 単位 年度実績 年度予定 9月末の実績項           目 前年度決算 当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越

件 1

事業の内容
（整備内容）

農用地区域内に係る申請受付及び審査、システム管理業務
評価事業としない
こととした理由

平成23年度に策定された当該計画の管理に伴うシステム更新業務の委託に係る経費
を支出するのみの事業であるため、当面は評価対象外とする。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ） 事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

総合計画における
本事業の役割

魅力ある農業に振興のための優良農地の確保

事業の対象 伊予市農振農用地所有者 事業の目的 正確・迅速な農振農用地管理業務を実施するため、係るシステムのデータ更新事務
を執行する。現在の状況にあった農振計画の整備

産業振興都市の創造
【終了】

令和 年度(予定)

魅力ある農業の振興 設定なし

事業評価の有無 担当責任者名 田村政幸

法令根拠等 農業振興地域の整備に関する法律

実 施 期 間

【開始】 令和/平成 年度

総合計画での
位置付け

一般会計 担当課 農業振興課

予算科目 事業番号 2462 所属長名 池内伸至

令和 4 年度　事務事業評価シート

事務事業名 農業振興地域整備計画事業
会計名称


